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Ⅰ 序

国家および政府の長が2004年10月29日に正式に欧州憲法条約に調印した｡欧州憲法条約

は一方で国家に結びつく概念 ｢憲法｣と国際姐御 こ結びつく概念 ｢条約｣という､相反す

るような二つの概念が結びついて出来上がっている｡憲法条約という名の通り､憲法的な

要素､特に連邦国家的要素､と､政府間の合意的要素､特に国家連合的要素という､対立

する要素が憲法条約の中に見られる｡実際､EUの法的性質を議論するとき､国家連合

(staatenbund)なのか､連邦国家 (Bundesstaat)なのかという概念が用いられることが多

い｡その際､国家連合と連邦国家の境界線に脱退可能か否かという観点を挙げる論者もい

る1)｡現行のEU条約およびEC条約は､脱退条項を包含していない｡しかし､欧州憲法条

約 ト60条に ｢連合からの任意的脱退 (VoluntaIYWithdrawalfrom theUnion)Jと題される

条文が挿入された｡この脱退条項は､単に現時点においても可能な脱退を明示的に規定し

たものなのか､それとも､新たな権利を創設するものであるのか｡この脱退条項は､欧州

統合にとって後退を意味するのか｡本稿では､この間題の検討を行い､それに結論を与え

ることを試みたい｡なお､本稿においては､ある構成国の欧州連合からの脱退 (Austritt)

1) Huber,P,"DasinstitutionelleGlelChgewichtzwischenRatundEuropaischem Parlamentinder

kunftigenVerfassungfurEuropa",EZLR,39.Jahrg.(2003),p591.
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の問題を扱うことに限定し､構成貞の地位の終了 (Beendigung) をもたらすことになる､

別の形態､すなわち欧州連合からの構成国の除外 (AusschlulS)あるいは仝構成国による

欧州連合の解消 (Aufldsung)の問題は取 り扱わない｡

検討の順序としては､まず前提として､現行のEU条約およびEC条約上の脱退の可能性

に関する学説を整理し (Ⅱ)､次に欧州憲法条約における脱退条項に関する起草過程の議

論をまとめ (Ⅲ.1)､その上で､欧州憲法条約における脱退条項を分析し (Ⅲ.2)､最後

に結論を述べたい (Ⅳ)｡

Ⅲ 欧州連合からの脱退の可能性

1 前 提

1951年に署名され､翌年発効した､欧州石炭鉄鋼共同体を設立すろ条約 (ECSC条約)

は､脱退条項を含まず､同条約97条には ｢本条約は発効の時点から50年間有効である｣と

定められていた2)｡その後､欧州経済共同体を設立する条約 (EEC条約)の署名に至るま

で､いくつもの草案がだされたが､ECSC条約が発効した直後の1952年11月4日の ｢欧州

国家連合のための条約草案｣では､12年間の有効期間と定められた3)｡また､1953年3月10

日のアド･ホック総会によって受け入れられた ｢欧州共同体の規則に関する条約草案｣で

は､その 1条に共同体が解消できないもの (unauf16slich)であることが定められた4)oL

かし､実際の1957年に署名されたEEC条約では､解消できないという文言はなく､EEC条

約240条 (現 EC条約312条)において､｢本条約は､無期限とする｣と定められるにとど

まった5)oEEC条約は､ECSC条約と同じように脱退条項を包含していない｡さらに､1992

年に署名された､欧州連合に関する条約 (EU条約)も脱退条項を含まず､EU条約 Q条

(現 EU条約51条)において ｢本条約は､無期限とする｣と定められた｡

このように､ECSC条約､EEC条約 (現EC条約)およびEU条約には､脱退条項が定

められていない｡しかし､これまで脱退が問題とならなかった訳ではない｡最初に脱退が

問題となったのは､フランスが1965年に共同体から代表を引き上げ､空席政策を続け､EC

2) この条文に従い､2002年7月23日にECSC条約は失効した｡

3) vorentwulイeinesPaktesftlrdieUnionderEuropaischenStaaten,inSchulze,R./Hoeren,T.

(Hl~Sg.),Dokllme77teZumE7lrOJ)dlSClleltRecllt,Band1(Springer,1999).p446.

4) EntwulイelneSVertragesuberdieSatzungderEu1-0PaischenGemeinschaft,angenommenYonder

Adhoc-Versammlung,inlbld,pp.609-610.

5) cfHilf.M..Artike1240.Rn.2,inGroeben.H./Thiesing,J/Ehlermann,C.-D.(Hrsg.),KomnZeutar

zumEU-/EG-Vertrag,Band5,5.Aufl.(Nomos,1997).
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の機能が麻痔してしまった時である6)｡この際は､翌年にルクセンブルクで安協がなされ､

再び欧州共同体が機能するようになったが､理事会の特定多数決が事実上棚上げされ､欧

州統合が後退した｡次,に､問題となったのは､イギリスがECに加盟して3カ月後の1974

年4月1日に労働党政府がECへの加盟継続の是非を問う国民投票を行うことを宣言し､

翌年に国民投票が行われたときであった7)｡結果は､ECにとどまることを支持する者が

67.2%､反対する者が32.8%で､イギリスはECの加盟国にとどまることになったが8)｡ま

た､1992年署名のマース トリヒト条約 (EU条約)がデンマークにおける国民投票で否決

された後､ECから脱退することも選択肢の一つとして考えられた9)｡実際の脱退としては､

1984年 1月1日のグリーンランドの例が挙げられる10)｡もっとも､グリーンランドは､デ

ンマークの一部であり､EC(EU)の構成国の脱退の例は存在しない｡

2 学説における脱退の可能性

(1) 国際法における議論

欧州連合からの脱退の可能性の議論に入る前に､国際条約が国際組織からの脱退を定め

ていない場合の法的効果について､ここで､簡単にまとめておきたい｡学説において次の

ような相違がある11)0 Bowettや Tunkinは､国家が脱退の権利を明示的にまたは黙示的に

放棄しない限り脱退することは自由であると考えられなければならず､脱退権規定の不存

在はそのような権利が存在 しないことを意味 しないという主張を著書において示 してき

た12)｡また､Oppenheim は､条約が永遠に続 くb.のであることが明白に意図されているも

しくは明示的に定められている場合あるいは条約が有効期限を定めている場合には､一方

6) walthemathe,A.,AllStrlttaysHeyEU(Petel･Lang.2000),p.22;Kaiser,J.H."DasEuropal-eChtin

derKrlSederGemeinschaft",E7/R,1.Jahrg.(1966),pp.22-24.

7) Walthemathe,lbLd,p23;この時期の論文として､Meler,G‥,DleBeendigungderMitgliedschaft

inderEuropaischenGemelnSChaft",NJW,27 Jahrg (1974),pp 391-394,Gauland,A,"Noch

einmal･DieBeendigungderMitgliedschaftinderEuropaischenGemeinschaft".NJW,27.Jahrg.

(1974),pp.1034-1036.

8) Irving,REM,'TheUnitedKingdomReferendum,June1975",ELK,Vol.1(1975-76),p.ll.

9) walthemathe,szLPranote6,pp.25-26;Glistrup,E.,"Letraitesurl'unioneurop占enne.la

ratiflCationduDanemark",RMCUE,No374(1994),p13

10) HarhofE,F.,"Greenland'Swithdrawalfrom theEuropeanCommunities",CMLRev.Vo120(1983),

pp27and30,Walthemathe,szlf)ranote6,pp.26-27.

ll) CfAkehurst,M/Withdrawalfrom InternationalOrganisations",CllrreNtLegalProblems,Vol.32

(1979),pp.143-154.

12) Bowett,DW ,TJleLawofluter7]atiouallustitZlt101Z,fourthedition(Stevens&Sons,1982).pp.39ト

392,Tunkin,G.I.,TJleOlyOfluterJtat10nalLOU)(HarvardUniversityPress,1974),p349
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的な脱退はできないとした13)｡さらに､Feinbergは､国際組織に加盟するのは任意である

が､一旦ある国家が国際組織に加入すればもはや自由ではなくなるとし､また､条約に脱

退規定がない場合は､任意に脱退する権利を承認する法的根拠が存在しないために脱退は

可能ではないと主張した14)｡他方､ウィーン条約法条約56条には､条約に規定のない場合

の脱退､また､同条約61条においては､｢事情の根本的変化｣が生じた場合における脱退の

可能性が認められており､EC･EU法における学説の中でも検討されてきた｡

(2) EC･EU法における学説の整理

EC･EU法においては､構成国がEC (EU)から脱退できるか否かについて議論が分か

れている｡脱退に関し､他の構成国の合意による脱退 (einvernehmlicherAustritt)と偲の

構成国の合意を得ない形での一方的な脱退 (einseitigerAustritt)が区別されなければなら

ない｡合意による構成国の脱退は幅広 く認められていると言ってよいであろう｡たとえば､

Meierは､共同体機関が改正手続に組み入れられているが､条約改正権限は構成国の側に

あるとし､脱退手続には加入手続が類推適用されるとの見解を示した15)｡後述する一方的

脱退を認めない､Hiは16)､G6tting17)なども合意による構成国の脱退を認めているoよって､

以下においては､一方的な脱退が認められるか否かを中心に見ていくことにする｡

(a) 合法的な一方的な脱退を不可能とする説

一方的な脱退が可能か否かという問題は､多くの論者により論 じられてきている｡ここ

では､脱退を不可能とする代表的な論者の主張を提示する｡

Akehurstは､固定された期間に対 して締結された条約において脱退権は黙示的には存在

しないことにつき､先に挙げたOppenheim などの国際法学者の学説を引用し､ECSC条約

に対 して有効期限が定められていることから､ECSCからの脱退の可能性を否定した｡ま

た､条約が一時的なものであることを意味する場合に限り､黙示的な脱退権が生じるので

あり､永続を意味する条約には脱退権はないとした上で､EEC条約に対 しては､同240条

(現EC条約312条)から条約の永続性の意図が明らかであるとし､ECからの脱退の可能性

を否定した18)0

13) Oppenheim,L.J〃terHatZO,JalLaw,Vol.I.-Peace,eighthedition(Longmans.1967).p 938,cf

Haraszti,G.SomeFtlJtdamelttalP710b/elltSOftlteLowofTreaftes(Akademi Kiadd,1973).p261

14) Feinberg.N."Unilateralwithdrawalfrom aninternationalorganization",BYTL,Vol.XXXⅨ.1963,

pp212-213.

15) Meier,sllf'ranote7,p.394

16) Hil一,sll♪γαnote5,Rn.7.

17) G6tting,F.,DteBeeudtgtI71gderMltglledschaPt7tdeyE打rOJ)a'isc/tenUnion(Nomos.2000),pp.145-

146

18) Akehurst.suL'ranotell,pp.151-152.
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schwarzeは､まず､欧州司法裁判所が Costa/E.N.E.L事件判決19)において､無期限の

共同体が創設されたこと､主権の制限が決定的なこと､ならびに､条約による義務の引き

受けを構成国が撤回できないことを判示したことを挙げた20)Oその上で､構成国はもはや

｢条約の主人 (HerrenderVertr弛e)｣ではなく､構成国は条約による拘束から随意には解

放されず､条約上に定められた形式においてのみ改正することができるとした21)｡また､

次のように論を進めた22)｡条約の憲法的性質および裁判所によって強調された無期限の共

同体の創設は､構成国が脱退権を主張することあるいは脱退の根拠として ｢事情の根本的

変化｣の原則に依拠することを排除する｡EC条約は脱退に関して明示的な規則をもって

いないので､ウィーン条約法条約56条に基づく脱退権のみが考慮の対象になるとする｡そ

れによると､｢条約の性質上廃棄または脱退の権利があると考えられる場合｣に脱退権が

生じる可能性があるが､無期限の共同体が創設されたこと､ならびに､｢欧州人民の絶えず

一層緊密化する連合の基礎 (dieGrundlagefLireinenimmerengerenZusammenschluR

dereurop畠ischenV61ker)｣を創設すること (EC条約前文)は､一方的な脱退権とは相容

れないと捉える.また､上述したAkehurstと同じく､国際法でも一定の期間のみ有効であ

る条約あるいは無期限の条約には黙示的な脱退権は存在 しないと考えられているともした｡

｢事情の根本的変化｣の原則については､多くの学者によって争いのない国際条約の解除

の理由として理解されており､またウィーン条約法条約62条は制限的に取 り扱われること

が必要であるため､条約が将来の状況の変化に対 し､一定の形で配慮 している場合は適用

できないと解されるとした.その際､Schwarze.は､EEC条約235条 (現 EC条約308条)､

EEC条約236条 (現 EU条約48粂)､緊急の場合の保護条項および条約違反手続の存在を挙

げた｡

Everlingは､複数の論文において､脱退について論 じてきた23)｡その トーンに多少の相

違はあるが､一貫して一方的な脱退を否定してきた｡比較的詳しく論 じられている1983年

の論文では､次のようであった24)｡構成国の地位の終了に対 し､国際法の規則は決定的で

19) 後述Ⅱ.2.(3XaKi)参照.

20) Schwarze,∫.,"DasallgemeineVolkerrechtlndenlnnergemeinscha允lichenRechtibeziehungen",

EtlR,18.Jahrg.(1983).p13.

21) lbtd.,pp.1and14.

22) 仙〟,pp16-18

23) Everling,U.‥,ZurStellungderMitgliedstaatenderEurop云ischenals,HerrenderVertrage‖̀,in

Beye11in,U.(Hrsg.),RecJLtzwtscJtelLUlltbrtlcl17川dBewaJtrlllLg.FesfscJzrtPPlrRZldolfBerJthardi

(springer.1995),pp.117211175;]'dent."Uberlegungenzul-StruktuI･derEurop畠ischenUnionund

zumneuenEuropa-AJtikeldesGrundgesetzes".DVBl,108Jahrg (1993).p942.

24) Everling,"Sin°dieMitgliedstaatenderEuropaischenGemeinschaftnochHerrenderVertr独eフ",

inBernhardt.R.(Hrsg),VolkerrechtalsRecJLtsordlt7ntg,FestscJtrLPPIrHennauu Mosler(Springerノ

(569) 37



欧州憲法条約における脱退条項 (中西)

はない｡構成国は､政治的､経済的および法的に共同体システムに多重に結びついている｡

市民は､固有の､提訴可能な権利を得た｡そのような相互の絡みつきが状況の変化に基づ

く一方的な解除または一方的な離脱を排除するとした｡また､EEC条約240条 (現EC条約

312条)の ｢無期限に有効である｣という文言は､単に期限が定まっていないという意味に

解釈すべきではないとした｡その理由は､そのような解釈が共同体の構造に合致しないか

らであるとした｡共同体は､憲法システムならびに政策､経済および社会の平面での絡み

つきから生じる性質から､また､EC条約前文に明示的におかれた ｢欧州人民の絶えず一層

緊密化する連合｣という目的設定から､永続的なものであるとした｡さらに､欧州司法裁

判所が､1964年のCosta/E.N.E.L事件において無限の有効期間を共同体法の特質の根拠と

して提示したことも挙げた｡

脱退に関する本や論文において引用されているのが､EU/EC条約のコメンタールにお

けるHilfの見解である｡Hilfは､EC条約240条 (現 EC条約312条､EU条約51条)の無期

限 (unbegrenzt)という文言からは､定まっていない (unbestimmt)と永続 (ewig)の両方

に解釈されるため文言解釈からは帰結を導 くことができないとした25)｡しかし､EC条約

における同条文の体系的解釈においてはEC条約の前文の ｢欧州人民の絶えず一層緊密化

する連合｣という文言に言及しつつ､連合の終了に関する規定が条約におかれていないこ

とを示した26)｡また､目的的解釈の観点からは､構成国の主権の決定的な制約 (endgdltige

Beschr畠nkungderSouverdnitaten)により条約の法的性質が明白となり､新 しい法秩序の

創設とともに構成国と人民の連合が統合過程の中でもたらされ､さらに､共同市場および

域内市場の永続性-の信頼が､連合が効果的に機能することの前提条件になっているとし

た27)｡よって､EC条約240条 (硯 EC条約312条)は単に締約期間の無期限性のみならず､

共同体の不解消 (Unauf16slichkeit)をも意味していると解した.このEC条約240条 (硯EC

条約312条)の解釈を出発点として､Hilfは､たとえ重要な､例外的な理由 (客観的および

主観的不能)が存在する場合であっても､一方的な脱退はできないとした｡その際､紛争

はEC条約に定める以外の解決方法に訴えないことを義務づける､EC条約219条 (現EC条

約292条)を挙げ､またさらに､戦争時の構成国の国内措置に関するEC条約224条 (現 EC

条約297条)などの保護措置に関する諸規定が存在 し､それらの規定により対処可能であ

るとした28)｡また､一般国際法においては ｢事情の根本的変化｣の原則がウィーン条約法

＼1983),pp.183-184.

25) Hilf,sllL'ranote5,Rn.3

26) Jbld,Rn.4,

27) Ibld,Rn 5.

28) Ibld.,Rn9and12.
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条約62条に認められているが､ 共同体諸条約が将来起こりうる状況に対する適合可能性

を有するので､それに依拠した脱退も認められないとした29)｡また､政治同盟に進みたく

ない構成国は､条約改正は構成国の全会一致を必要とするので､脱退せずともそれを妨げ

ることができることも示した｡Ehlermann30) は論文の注でHilfを引用し､その見解に従っ

ており､また､EU/EC条約のコメンタールでHilfに代わり新しい版を担当したWeber31)

もHilfの見解を踏襲 した｡

脱退規定の挿入が現実的に議論 される直前に書かれた著作 として､G6ttingの著書

(2000年)が挙げられる32)0 G6ttingは､本の中でEUの解消､EUからの脱退､EUからの

排除の問題を取 り扱った｡EUからの脱退を論 じた箇所では､脱退に関するこれまでの議

論を踏まえた上で自説を展開した.G6ttingは､脱退を一方的脱退と合意による脱退とに

区別し､後者による脱退のみが許されると結論 した｡その理由は､次のようにまとめられ

る33)｡脱退権の排除は､単に条約に脱退条項が存在 しないというだけでは不十分である｡

しかし､一般国際法の条約終了規定を考慮 しても脱退は不可能であると｡ウィーン条約法

条約56条は､① 廃棄又は脱退の可能性を許容する意図を有 していたと認められる場合､

(∋ 条約の性質上廃棄または脱退の権利があると考えられる場合に限っては脱退権を認め

るが､GGttingは､①に関しては､条約の準備過程に関する文書が公開されていないため､

脱退の可能性を許容する意図は見つけられないとし､(参に関しては､条約が無期限に有効

であること､｢欧州人民の絶えず一層緊密化する連合｣が目指されていること､他方､内容

的拡大 (EU条約48条 :条約改正)および空間的拡大 (EU条約49条 :加入)のいずれにお

いても仝構成国の同意が必要とされていることから､一方的な脱退は認められないと解し

た｡ウィーン条約法条約62条の ｢事情の根本的変化｣については､将来に起こりうる状況

の変化に適合するための条文､保護措置､緊急措置の条文の存在を挙げるが､これらだけ

では62条の適用を排除できないとし､もう一つの理由､一方的な脱退が連合と構成国の間

の権限配分を最終的に決定するのが欧州司法裁判所であることに矛盾するということを挙

げ､62条の適用の可能性も否定した｡

以上のように､合法的な一方的な脱退を不可能とする説は､EC条約312条に-定める ｢条

29) Ibtd.,Rn.13.

30) Ehlermann,C.-D.,"MitgliedschaftinderEuropaischenGemeinschaft̀■,EIlH,19.Jahrg.(1984),p,124

31) Weber,A ,A爪ike1312,Rn.718,inGroeben,H./Schwarze.J.(Hrsg.),KoJJtNLentarZtu71Vertragt'(her

dLeE7IrOPatsc/le7LUlt10717llLdVeytyagzzlrGrz'(†td7ntgderEuro♪dtsc/teZtCellteL'lZSChaP.Band4,6.Aufl.

(Nomos,2004)

32) Gotting,SUL)ranote17.

33) lbld,,pp112-144.
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約の無期限性｣および条約の目的 ｢欧州人民の絶えず一層緊密化する連合｣から解される

ECの法的性質､EC条約に備えられた柔軟性 ･適合性､独自の法秩序あるいは他の手段に

訴えはならないという条文を理由に､｢事情の根本的変化｣の原則など､一般国際法に依拠

することができないとした34)｡

(b) 構成国の理由による脱退は不可能､共同体の理由による脱退は可能という説

Meierは､構成国の国内理由による脱退と共同体側での理由による脱退を区別して論 じ

た｡前者の脱退につき､条約の無期限性と条約の目的を挙げ､条約が人民の統合､国家形

態の質的変化に目標をおいていると解し､それを否定した35)｡

他方､共同体側での理由による脱退に関しては､次の二つの場合に理解を示した36)｡ま

ず､条約に規定した統合が前に進まず､停滞あるいは後退する場合､すなわち､条約が目

的とした統合結果が達成されえない場合｡次に､欧州連合の設立により､ECの性質が変わ

る場合である｡

(C) 合法的な脱退は可能でないが､事実上の脱退は可能であるという説

Hillは､合法的な脱退は可能ではないとするが､構成国が主権を維持する限り､脱退の

行動が合法であれ非合法であれ､EECから脱退することができ､条約に従わないでいるこ

とができるとする37)｡ある構成国が脱退を決定する場合､EECは､条約の履行を強制する

制裁手段を有していないと｡また､上述したように合法的な脱退は認められないとするが､

Everlingは､事実上の脱退を妨げることができないことに対 して次のように言った｡確か

に事実上の脱退を妨げることはできないということは正しいが､そのような議論は権利と

権力を取 り違えていると｡ただ､共同体は脱退という条約違反に対 して自らを保護するた

めに権力手段､共同体権力を有きないとした38)｡

他方､Zuleegは､後述するように､原則的に脱退を不可能とし､例外的に脱退が可能

とする説を採るが､離脱する構成国につき次のように述べた39)｡共同体は､離反した構

34) 本文では取 り上げなかったが､次の者も一方的脱退を不可能としてきた.Ipsen.H.P.,ET/rOPazsc/leS

Geme171SCllaPsrecht(Mohr,1972),Rn.4/21126andRn 9/7,Smit.H/Herzog,PリneLawoftJle

EltrOPeaIICom/n7ltLlty,releaseNo46,(LexISNexis,2004),Volume6,Article240,pp6-452-6-453,

Zimmerllng.J,血一t.312,Rn 6,inLenz,C.0/Borchardt,K-D,EU-1〝ldEG-Vertrag,3 Au幻

(Bundesanzeiger,2003)

35) MeieI＼SZtPranote7,p391.

36) Ibld,pp.39ト392.

37) Hュll,JA,"TheEuropeanEconomicCommunib,:TheRightofMemberStateWithdrawal",GA.I

INt'L &Combi,Vo112･335(1982),pp.351-354.

38) Everling,suj)ranote24.p184

39) Zuleeg,M"DerBestanddellEuropaischenGemeinschaft".inBieber.R (Hrsg).DasEnrol)aHer

zwetteuGeueratl0u.Gedacht771SSCjlrljfJilrCjmstopJISasse(Nomos,1981),p65.
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成国を団体の中に連れ戻すための手段を有 していない｡すなわち､共同体はその出来事

を甘受 しなければならない｡確かに､なされる脱退は違反ではあるが､その法的効果は

限定される｡まるで脱退 した構成国が団体にこれまでと同様にとどまっているかのよう

に対応するのは幻想である｡よって､脱退する意思の条約当事国に対する真の障害はない

と｡

(d) 一方的な脱退が可能であるとする説

一方的な脱退が可能であるという説の根拠は､論者によって相違があるが､代表的と考

えられる理由を列挙 していく｡

MoslerおよびErlerは､共同体に強制権力が存在 しないという理由で次のように一方的

脱退を可能とした｡ただし､両者は､前述したHill､EverlingおよびZuleegとは異なり､脱退

が合法的であるか否かには触れていない.Moslerは､構成国に解除権 (Ktindigungsrecht)

が帰属していないというだけで共同体が国家の集中という意味において解消不能とみなさ

れるのではなく､共同体の権力が離脱 (Sezession)を制裁の方法で妨げることができるよ

うになって初めてそのようにみなされるだろうとする40)0 Erlerは､共同体が50年の有効期

間であろうと､無期限の有効期間であろうと､共同体には介入できる強制権力がないので

共同体による執行を恐れることなく､期限前の離脱の実際的な可能性は個々の構成国に

残っているとした41)0

他方､脱退権を否定する説に反論を加え､脱退権に関する論文においてよく引用されて

きたのがDagatoglouの論文である42)0 Dagatoglouは､ECからは一方的な脱退できないと

いう説の根拠を一つ一つ否定していく方法で論を進めた.まず､EEC条約240条 (現EC条

約312粂)における無期限の有効性については､ECSC条約の50年の有効期間は構成国の議

会であまりにも長すぎるとされたという点を挙げ､また､｢無期限｣は､ECSC条約に対 し

てある一定の期間に対 しては拘束されないあるいはそれに制約されないということを意味

するにすぎないとした43).この点に関しては､｢無期限 (unbegrenzteZeit)｣と ｢永遠 (fur

immer)｣の間には本質的な相違が存在するとし､成立史において､EECが ｢永遠の連邦

(ewigerBun°)｣として構築されたという証拠はないとした｡また､脱退権の欠鉄から脱

40) Mosler,H.,"DerVertraguberdieEuropaischeGemelnSChaflfilrKohleundStahl",ZaoIWK,Band

14(1951/52),p 44

41) Erler,G,"DasGrundgesetzunddiedffentlicheGewaltinternationalerStaatengemeinschaft",

I/I(DStRL,He氏18.(1960),pp17-18.

42) Dagatoglou.P,"RechtaufRucktrittyondenRomischenVertragen?",inSchnur,R.(Hrsg,).

FestscJmjtJtlrErlZStFo7Sll10H ztt17)70.Geb7(rtStag(C.H.Beck,1972),pp.77-102.

43) Ibid,p.78179
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退の禁止を導けるかと問いかけ､それを次のように否定した44)｡脱退権に関する条約の沈

黙は､単に条約締結者がそれについて決定することができなかったことを意味すると考え

られると｡あるいは､脱退規定をおくと条約締結者が最初から実験の不成功を考慮すべき

ことを認めることになるので心理的理由からそのような規定を避けたということを意味す

るとも考えられるとした｡締約国は欧州統合の陶酔を脱退の可能性に関する議論で覚まさ

れたくなかった｡結婚式の際に離婚のことを人は話したがらないと｡さらに､共同体諸条

約が改正手続を定め､条約は適合性を有しているので､脱退は不必要で､すなわち､正当

化されず､許されないという主張にも次のように反論した45)｡構成国が条約の主人であり

続けるということは､構成国が改正手続に拘束されないことを意味するのみならず､構成

国のそれぞれの意思なしに構成国の主権を弱めることはできないことをも意味するとした｡

それゆえ､条約改正手続は個々の構成国の法的地位の弱体化のための根拠には用いられえ

ず､改正手続は脱退権と合致しないとは解釈されえないとした｡加えて､脱退が ｢統合条

約 (Integrationsvertrage)｣としての 共同体諸条約の本質と合致しないという説に対 して

は､次のように反論した46)｡ ウィーン条約法条約56条は条約の性質を問題とするが､共同

体諸条約の目的がすべての構成国がとどまっている場合にのみ実現されうるというのは十

分ではない｡統合は過程である｡統合過程は条約の過程 (VertragsprozeR)をも意味する.

それゆえ脱退が法的に排除されるか否かは､抽象的な統合の目的に拠るのではなく､具体

的な統合の到達された段階に拠るとした｡

EC条約が脱退権を含んでいないために､原則的に構成国は一方的に脱退できないとす

るが､例外的に一般国際法に依拠して脱退が可能であるという説が存在する｡代表的なも

のをここで挙げておく｡

Zuleegは､ウィーン条約法条約56条の適用については ｢欧州人民の絶えず一層緊密化す

る連合｣を目指す､共同体条約の本質は､共同体からの一方的な脱退の権利に反対するも

のであると捉える｡ただし､緊急の場合においては脱退の権利が保証されることに賛成で

あるとした｡つまり､｢事情の根本的変化｣が生じるときのみ､構成国の一方的な脱退が合

法になるとした47)｡コメンタールにおいて､Schmalenbachは､EC条約が脱退条項を含ん

でいないため､原則的に構成国による一方的脱退は禁止 されるとする (Pactasunt

seⅣanda)｡しかし､EC条約に定められている紛争手続､保護措置および緊急措置､適合

44) Ibid,p.84.

45) 仙〟.,pp88-89

46) Ib7'd,p 94.

47) zuleeg.S7fL)ranote39,p.62.
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規定などが機能しない場合には､最終的な手段として､ウィーン条約法条約に定められる

根拠 (たとえば ｢事情の根本的変化｣)に依拠して一方的に脱退できるとした48)0

Hillgruberは､別の角度､すなわち､共同体機関による条約違反の場合に脱退権が生じ

るとした49)｡共同体を法の共同体として構成する設立条約は設定された機関が原則として

自己の付与された枠組の中でかつ条約違反の機関の行為は取消訴訟の中で訂正されること

を前提とする｡しかし､権利保護機関自体 (すなわち裁判所)が権限を越えたら､一般国

際法の領域に人らざるをえないとする｡共同体が自己によりなされた条約違反の存在につ

いて決定するなら､自己の事項の裁判官になることになるであろう｡よって､妨げられな

いあるいは排除できない重大な共同体の機関の権限除越の行為の場合には一方的に解除で

きると｡BruhaとNovakは､脱退権を認めることに非常に消極的な見解をしているが､明

白で継続的な共同体の否定すなわち共同体権限の捻越の場合に極限の手段 (畠uRerstes

Mittel)としてのみ脱退が正当化されうるとした50).

(o) 現行条約において脱退は認められないが､脱退条項を挿入すべきという説

Weilerは､伝統的な分析によると､一方的脱退権に反対する､上述したFeinbergの結論

を確認するものとなるとした上で､形式的な脱退が可能ではない場合に考えられる､異な

る3通りの代替選択肢を提示した51).すなわち､① 無活動の構成員 (inactiveMembership)､

② 過剰活動の構成員 (overactiveMembership)､③ 選択的構成員 (selectiveMembership)

である｡無活動の構成員は､形式的な構成員の地位は維持しつつ､いかなる活動にも参加

しない｡過剰活動の構成員は､好ましくない政策の結果を回避するために組織の内部の過

程を不法に妨害しようとするために構成員の地位を用いる｡選択的構成員は､単に好まし

くない義務を無視することによって義務の履行を回避しようとする｡Weilerは､それらを

検討した結果､もし構成国が構成貞としての地位を維持しつつ義務を回避する場合､EEC

は機能しなくなり､その根本的な目的が取 り返しがつかないほど妥協されてしまうだろう･

48) Schmalenbach,K..Art.312,Rn.3,inCalliess,C/RuHert,M (Hrsg.),KoHけHentarZMEU-Vertrag

lntdEG-Vert叩g,2.Aufl.(Luchterhand,2002),also,cfBecker.U,Artike1312,Rn.8.inSchwarze,

J.(Hrsg.),EU-Ko〝zNteutar(Nomos,2000);単なる改正では排除できないような状況の場合に限り可

能､Waelbroeck,M,Art 240,para.7,inCo〝tmeutalreI Megret,Volume15(L'Universitede

Bruxe11es,1987).

49) Hillgruber,C.,"DasVerh51tnisderEuropaischenGemeinschaftenundderEuropaischenUnionzu

ihrenMitgliedstaaten",AVR,Band34(1996),pp.3701371.

50) Bruha,TノNovak.C.,"RechtaufAustrittderEurop畠ischenUnion?",AVR,Bd 42(2004),p.13,

cfKokott,I.,All312.RJ17,inStl'einz.R.(Hrsg.),HUT(/EGV(CH Beck,2003)

51) weiler,IHH.,"Alternativestowithdrawalfrom aninternationalorganization:Thecaseofthe

EuropeanEconomiccommunity".IsiR.,Vol.20(1985),pp.284-295.
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とし､構成国が共同体の義務を受け入れることができない場合は､一方的にでさえも脱退

を許した方がよいだろうと結論 した｡

(3) 脱退に関係する裁判判例

脱退の可否に関する議論で欧州司法裁判所のいくつかの判例が本や論文において引用さ

れてきた52)｡関連する判例をここでまとめておきたい｡

(a) 欧州司法裁判所の判例

① case6/64Costav.E.N.E.L53)

Case6/64は､欧州司法裁判所が､EC法の国内法に対する優位を初めて認めた､リー

ディング ･ケースであり､もっとも重要とされている判例の一つである｡その判決の中

で､｢通常の国際条約とは異なり､EEC条約は､条約発効から､構成国の法体系の一部とな

り､かつ､構成国の国内裁判所が適用を義務づけられる独自の法体系を創設した｡独自の

機関､独自の人格､独自の法的能力および国際的プレゼンス能力を有し､また､さらに､

主権の制限または構成国から共同体への権限の移譲から生じる実質的な権限を有する､無

期限の期間有効である共同体 (aCommunityofunlimitedduration)を創設することによっ

て､構成国は､限定された分野ではあるが､その主権的権利を制限し､それゆえ､構成

国市民および構成国の両方を拘束する法の組織体 (bodyoflaw)を創設した｣と判示し､

また､｢条約の下で生 じる権利 と義務の国内法の体系から共同体の法体系への国家によ

る移譲 は､構成 国の永続 的 な主権 的権利 の制 限 (apermanentlimitationoftheir

sovereignrights)をもたらし､共同体の概念に合致しない､後の一方的な行為はなされえ

ない｣とした｡

e case7/71Commissionv.France54)

Case7/71は､欧州委員会がEuratom条約70条の義務を怠ったということでフランスを

欧州司法裁判所に提訴した事件である｡同判決において､裁判所は､｢構成国は､権限の制

約または構成国から共同体への権限の移譲から由来する､実質的な権限を付与された常設

の機関を有する､無期限の共同体を設立することに同意した｣とし､さらに ｢それゆえ付

与された権限は､共同体から取 り上げられえないし､そのような権限が関係する目的 (対

象)は条約の明示的な規定による場合を除き､構成国の権限の分野に返還されえない｣と

判示した｡

52) EA･Walthemathe.stlpranote6,pp.46-52,Gotting.SUJ)ranote17,p.124;Bruha/Nowak,S2lL)ra

note50,pp.10-ll.

53) Case6/64Judgmentof15July1964【19641ECR,p1141.

54) case7/71Judgmentof14December1971【19711ECR,p1003,paras.19-20;cfWeiler,stlL)ra

note51,pp285-286.
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③ case106/77SimmenthalII55)

Case106/77は､EC法とそれより後に制定された国内法ではどちらが優位するかという

ことが問題となった事件である｡裁判所は､｢共同体が立法権を行使する分野に侵食する､

あるいは共同体の規定と合致しない国内立法措置は条約に従い構成国により無条件にかつ

取消不可能に (irrevocably)引き受けられた義務の効果の否定につながり､そして共同体

のまさに基礎を危険にさらしめることになるだろう｣と判示した｡

④ opinion1/9156)

意見 1/91は､EEA協定とEC条約が合致するか否かについて裁判所意見である｡同意見

において裁判所は､｢EEC条約は､国際協定の形で締結されているが､法の支配を基礎に

した共同体の憲法的性質を構成する｡共同体条約は新しい法秩序を設定し､そのために構

成国は主権的権利を制限し､その主体は構成国のみならずその国民も含む｣とした｡

以上のように､欧州司法裁判所は､判例において､脱退そのものを直接には取 り扱って

はいないが､共同体が他の国際条約とは異なり､独自の法秩序を構成すること､構成国の

主権的権利の永続的制限を1960年代から現在に至るまで確認し､一方的な脱退に否定的な

姿勢を示してきたと捉えられる｡

(b) ドイツ憲法裁判所の判例

欧州司法裁判所の判例は脱退不可能という説を補強する際に用いられるが､逆に脱退可

能という説の一つの理由の補強として用いられるのが ドイツ連邦憲法裁判所の判例である｡

ドイツ連邦憲法裁判所は､ ドイツにおけるEU条約 (マース トリヒト条約)の批准に当

たって､同条約の同意法律に対する憲法異議の問題について判決を下した57)｡その中で､

憲法裁判所は､EU条約は欧州人民の (国家によって組織された)絶えず一層緊密化する

連合の実現のための r国家結合 (Staatenverbund)158)を創設するのであって､欧州人民に

基づく国家を創設するのではないとした59)｡さらに､ ドイツは r国家結合Jにおける構成

員である｡その共同体の権力は構成国から由来し､ ドイツの高権領域においてはドイツの

法適用命令に基づいてのみ拘束力をもって作用 しうる｡ ドイツは ｢条約の主人 (Herren

55) Case106/77Judgmentof9March1978【1978】ECR,p.629,para.18.

56) Opinion1/91【19911ECR.p.I16079,拙稿 ｢EEA協定とEC条約との関係｣国際商事法務 Vo127,

No.ll(1999年)1356-1359頁｡

57) BverfGE89,p.155,UrteilYon1210.1993;西原博史 ｢ヨーロッパ連合の創設に関する条約の合藩

性｣ ドイツ療法判例研究全編 rドイツの撮新藩法判例J(信山社 1999年)3311336頁0

58) "Staatenverbund"は､同判決によって生み出された新 しい概念である｡国家連合 (Staatenbund)で

も連邦国家 (Bundesstaat)でもないという､EUの特別の性質を表している｡

59) Ibzd.,p.188
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derVertrage)｣の 1 (人)であり､条約は ｢無期限の期間｣に対 し締結されたEU条約の

拘束性を長期間にわたって構成員であり続けるという意思をもって根拠づけたものの､こ

れへの帰属は､最終的に逆方向の行為によって再び廃止することができる60).

BruhaとNovakは､この判例について､ドイツ連邦憲法裁判所は同判決において､必ず

しも構成国がいつでもどのような理由からでも廃止されうると言っているのではないとし､

さらに､政策と法は区別されなければならないとした｡その上で､たとえ脱退を妨げるこ

とはできないとしても共同体法に反する脱退は違法であるとした61)0

ドイツは､確かに ｢条約の主人｣の 1 (人)であるかもしれないが､唯一の主人ではな

い｡すべての構成国によるEUの廃止は可能であるかもしれないが､一国による行為は無

制限のものではないと考えられる｡

(4) 現行条約における脱退の可能性に関する私見

EUから脱退について上述のような諸見解を検討 した結果､学説上は､依然として､構

成国の合法的な一方的脱退を不可能とする説は有力であり､また､一方的な脱退を可能と

する説においても､原則として脱退は許されず､例外的な場合においてのみ許容されると

考えられていると捉えられる｡

私見では､脱退の可能性について､次のように考えるのが､妥当であると考える｡EU条

約には､加入規定は存在しても (EU条約49粂)､脱退規定はおかれていない｡EU条約51条

およびEC条約312条において条約が無期限に有効であるという規定がおかれている｡EU

条約48条は改正手続を定めている｡加入手続きおよび改正手続は､仝構成国の合意を前提

としている｡合意による脱退は､EU条約48条およびEU条約49条が類推適用されて可能で

あると考える.しかし､一方的脱退については､それを可能にする根拠条文がないため､

EU法上は認められない｡国際法上の ｢事情の根本的変化｣の原則に依拠する一方的な脱

退は､EU条約およびEC条約が将来の変化に対応する柔軟性および適合性を可能にする条

文 (改正手続 EC条約48条､先行統合 (より緊密な協力制度)(EU条約43条および関連条

文)62)､保護措置および緊急措置などの例外的措置 (EC条約296粂～297条)など)を有 し

ていること､また､条約違反国に対 しては､EC条約226条およびEC条約227条のほかに､

マース トリヒト条約で追加されたEC条約228粂2項63)により､強制金の賦課が可能に

60) IbJ'd,p.190.

61) Bruha/Novak.supranote50.p9.

62) 拙稿 ｢EU条約およびEC条約におけるより緊密な協力制度｣r日本 EU学会年報｣22号 (2002年)

107-131頁｡

63) 拙稿 ｢EC法の履行確保手段としてのEC条約228粂 2項｣大阪外国語大学 r国際関係の多元的研究j

(東泰介教授退官記念論文集)(2∝旭年)119-141頁｡
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なったこと､さらに､自由､民主主義､人権および基本的自由､法治国家などのEUの基

本原則に違反した構成国に対 しては投票権の剥奪を含む構成国の一定の権利を停止する､

制裁措置がアムステルダム条約により挿入され､ニース条約により強化されたことにより

(EU条約 7粂)､理論上は若干の可能性 (欧州司法裁判所による権限捻越の場合など)が

残っていても､実際にはそれに依拠 して､脱退を国際法上合法化することは困難であると

考える｡ただし､合法ではないが､事実上の脱退は､EUが､脱退する国に対 し､軍事力

による強制措置を持たないので､妨げられないと考える｡

Ⅲ 欧州憲法条約における脱退条項

1 欧州憲法条約における脱退条項に至る経緯

2001年12月ラーケン欧州理事会において欧州の将来のための諮問会議を招集することが

決定された｡欧州諮問会議の議長にフランス元大統領 Giscardd'Estaingが指名され､諮

問会議には､各構成国､国内議会､欧州議会､委員会の代表､同様に加盟申請国政府およ

び国内議会の代表が構成員として参加 した｡欧州諮問会議は2002年2月28日から開始され

た64)O

(1) 欧州諮問会議における初期の脱退提案

欧州諮問会議においては､その構成員が自由に提案を行ったり､意見を述べたりするこ

とができた｡2002年10月28日に最初の憲法条約草案が提出される前に､脱退条項を含む､

提案が主に3つ提出された｡(D イギリス政府代表のHainによるもの､② フランス国内議

会の代替代表 Badinterによるもの､③ 欧州議会の代表 (フランス)Lamassoureによるも

の3つである｡それぞれの提案については､Frielが詳細に紹介し､分析 している65)0

Hainの提案の27条では､次のようになっていた66)0

｢1.いかなる構成国もEUから脱退することができる｡構成国は､理事会に脱退の意図を通知

する｡

2.国家又は政府の長から構成される理事会は､委員会と欧州議会と協議した後に､そのよう

な脱退により必然的に伴われる本条約への機構上の調整を全会一致により決定する｡

64) 欧州諮問会議における資料 (CONY)は､すべて次のホームページにより入手可能である｡http:〟

european-convention.euint/bienvenueasp?tang-EN&Content-

65) Friel,RJ,"TheDraftConstitution･IssuesandAJlalysis",Ford/laJJIIut'LLJ Vo127(2004),pp.

6311635;ldelll.,'ProvidlngaCOnStltutionalframeworkforwithdrawalh-om theEU",ICLO,Vol,53

(2004),pp.422-424.

66) CONV345/02,15October2002,CONTRIB122,pp46-47.
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3.本条の目的のために国家又は政府の長からなる理事会と委員会は脱退する構成国の票を考

慮することなしに行動する｡欧州議会はその国で選挙された議会の譲月の立場を考慮するこ

となしに行動する｣｡

さらに､それには次のようなコメンタリーが付されていた67)｡27条 1項の文言は構成国

が連合からの脱退の ｢許可｣を必要としないことを明示的に示 している｡Frielは､Hainに

よる提案は､イギリスの教授 Dashwoodが起草 したものであることを明らかにし､この提

案では脱退の問題が国家の専属事項であ り､いかなる構成国も脱退の許可を必要としない

とし､脱退権は構成国の維持 された主権的権利であるとされるために､国家優位 (State

primacy)の脱退条項であると分析 した68)0

Badinterの提案の80条は､以下のようであった69)｡

｢いかなる構成国も本条約の終了を宣言し､EUからの脱退の決定を通知することができる｡

構成国の決定は､高いレベルの藩法上の規定の修正に必要とされる手続に従って当該国家に

おいてなされなければならない｡

当該国家の脱退は欧州理事会によって決定される期間の終了後効果を有する｡

この期間の間､連合と脱退しようとする国は脱退手続および連合の利益に関し起こりうる結

果を定める協定を交渉しなければならない｡脱退しようとする国は脱退により連合が被りうる

損失に対して安住を負わなければならない｡脱退しようとする国と閣僚理事会の間で協定が締

結されない場合は､欧州司法裁判所は同紛争を取り扱わなければならない｡欧州司法裁判所は

脱退協定の解釈と執行に関するすべての訴訟をも取り扱わなければならない｣｡

Frielは､この条項において国家は最終的な脱退権を維持する一方で連合の協定に服さな

ければならないことが強調されているとし､また､脱退事項が協定もしくは欧州司法裁判

所により扱われることか ら､Badinterによる提案による脱退条項 を連合 コン トロール

(UnionControl)モデルとして提示 した70)0

hmassoureの提案は､Hainや Badinterの提案とは異なり､条文の形で示されている訳

ではなく､連合モデル (ConfederalModel)､連邦モデルおよびその中間の共同体モデルの

構想が大まかに示された71)｡共同体モデルにおいては､脱退権について､脱退権は憲法に

含まれること､脱退権は厳格で抑止的な条件に服すること､しか し､すべての国家はい

つでも同権利を有することを承認されるとの概略を示 した72)0 Frielは､hmassoureが､

67) Ibld.,p.47.

68) Friel.S71Pranote65(FordhaNl),p632;idem.,stLf･ranote65(JCL,0),pp.422-423.

69) CONY317/02,30September2002,CONTRIB105,p50.

70) Friel,sllL)ranote65 (Fordham),p.633,cfidem,sltPranote65(ICLQ).p424.

71) CONV235/02,3September2002.CONTRIB83.

72) Ibld,p.12.
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連邦モデルにおいていったん構成国が連合の構成員になったら､永遠に構成員であると

いうことを示 しているが73)､彼 自身無理だと考え､共同体モデルを提案 したとコメント

した74)｡

(2) 最初の憲法条約草案

2002年10月28日に､議長､副議長など12名から構成される幹事会 (Praesidium)により

起草された最初の憲法条約草案が欧州諮問会議の総会に提出された75)｡同草案は､欧州憲

法条約のおおまかな骨組みを示すものであったが､その46条に ｢連合からの脱退｣ と題す

る項目が設けられた｡そこでは､｢本条は構成国の決定により連合からの任意の脱退に対

する手続を設定する可能性 とそのような脱退の機構上の結果に言及することになるだろ

う｣とされた｡

(3) 幹事会から欧州諮問会議への提案 2003年4月2日

欧州憲法条約草案は､出来上がった部分から公開され､意見を求めるという形式が採ら

れた｡脱退条項を含む､連合の構成員という欧州憲法条約10編が幹事会から欧州諮問会議

にコメントつきで提出された｡憲法条約草案46条は､｢連合からの任意の脱退｣と遺 し､次

のように定められた76)｡

｢1.いかなる構成国も各々の態法上の要請に従い､欧州連合から脱退を決定することができる｡

2.脱退を決定する構成国はその意図を理事会に通知する｡通知がなされると､脱退の取決め

を定めるために､連合との将来の関係のための枠組を考慮し､当該国と協定を交渉し､かつ､

締結する｡同協定は､欧州議会の同意を得た後､理事会が特定多数決により連合に代わり締

結する｡

脱退する国は､それに関する理事会の議論あるいは決定に参加しない｡

3.この憲法は､脱退協定の発効の日から又はそれがない場合は2項に定める通知後2年後に

当該国に適用されなくなる｣｡

46条については､次のように説明された77)｡構成国の連合からの任意脱退を扱 う46条は､

新 しい規定である｡それは､構成国が脱退を決定すれば､いかなる構成国も欧州連合から

脱退可能であることを明示的に認めている｡脱退手続はウィーン条約法条約の下での手続

に部分的に基づいているが､同時に､それは脱退のための取決めをなし､将来の関係のた

めの枠組を設定する､関係国との協定を締結することを連合のために定めるものであると｡

73) Ibld.p 6

74) Friel.Supranote65(Ford/lam),pP634-635,Ldenz,stlpranote65(JCLO).p423

75) CONV369/02

76) CONV648/03,p 5

77) Ibld,p 2.
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46条に対するコメントは､次のようになされた78)｡46条に定める手続はウィーン条約法条

約における手続を利用 している｡3つのポイントとしては､① 脱退の取決めおよび将来

の関係に関する連合と脱退国との間に協定が締結されることが望ましいが､任意的脱退の

本質的コンセプトを無効にしないために協定締結が脱退の条件を構成すべきではないこと､

② 連合と脱退する国の間で協定が締結されない場合､脱退の法的効果が検討されなけれ

ばならないこと､(∋ 脱退協定の締結のための意思決定手続がさらに検討されなければな

らないことが挙げられた｡

この幹事会による46条の脱退条項に対し､多 くの修正案がよせられた79)｡主な問題は脱

退条項を維持するか削除すべきかであったと報告された｡削除すべきであるという意見を

述べたのは､ ドイツ､オランダ､ポルトガル､オース トリア､ルクセンブルク政府代表､

ドイツおよびギリシャの国内議会代表､ ドイツ､オース トリア､ベルギー欧州議会議員等

であった80)｡他の提出された修正のほとんどは､46条を認めるものの､幹事会の草案を基

にして､任意の脱退の可能性を制限および (または)その結果をより厳格にする方向にな

すものであったとされた81)｡具体的には､① 脱退権は､例外的な状況に限定されるべき

(特に憲法の改革など)､② 自動的に脱退が効果をもたないように修正されるべき､③ 理

事会の意思決定を特定多数決から全会一致にし､構成国に脱退に対 し事実上の拒否権を与

えるべき､④ 脱退する国に対する連合の法的責任に関する規定が追加されるべき､⑤ 脱

退した国がすぐには連合に加入できないように ｢待ち時間｣を設定する規定がなされるべ

きことなどが提案された｡脱退の要請はできるものの､自動的に脱退が可能になるのでは

なく､連合との協定締結が必要であるという意見であったのは､フランス政府代表､フラ

ンス国内誌会代表､フランス欧州議会議員､ ドイツ欧州議会議員およびフィンランド政府

代表であった82)｡他方､いくつかの修正案は､脱退を容易にするための修正､特に協定が

なされない場合の脱退権が効果を有するようになる期間を2年から1年に短縮することで

あった｡そのような短縮を求めたのは､イギリスおよびハンガリーの国内議会の代表､な

らびに､デンマークの欧州議会議員であった83)｡

(4) 2003年4月24および25日の総会

78) Ibld.,p9

79) CONV672/03,14Apt-i12003,SummarysheetofproposalsforamendmentsconcerningUnlOn

Membership,pp3and10-12

80) Ibld,p 10

81) Ibld,p.3.

82) lbid,pp 10-ll

83) Ibld,p 12.
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2003年4月24および25日に諮問会議の総会が開催された｡総会の報告書によると､46条

は注目を引いたとし､次のようにまとめられた84)｡多 くのスピーカーが､いかなる構成国

も連合を去ることができるべきであるとし､脱退条項が維持されるべきことを求めた｡し

かし､数人は､脱退権が幹事会の提案よりもより厳格な条件 ･手続に服すべきとした｡あ

るいは､脱退権は一方的ではなく､連合の決定と連合を脱退する国の間での協定の締結に

服すべきとされた｡何人かは､連合を去った国に対 して連合国 (associatedState)の地佳

を創設する可能性を挙げた｡幾人かは､たとえば憲法が改正される場合など､例外的な場

合にのみ脱退権を限定することを支持 した｡幾人かは､欧州理事会または理事会は構成国

による要請に基づき全会一致で決定すべきであることを提案 した｡他の者は､連合への加

入に対するのと同じ手続が脱退に対 しても用いられるべきであるとした｡幾人かは､この

規定が削除されるべきことを求めた｡脱退の可能性はすでにウィーン条約法条約により存

在するので､憲法条約においてそれに対 し明示的に定める必要はないとした｡他方､もし

ウィーン条約法条約が適用可能でないのであれば､この規定の挿入は連合の性質を変える

ものになるだろうとの意見が述べられたとされた｡

(5) 修正提案2003年 5月26日

欧州憲法条約草案の第 1部の修正された条文が2003年 5月26日付けで幹事会から欧州諮

問会議に提出された85)｡脱退条項は､同草案のト59条に規定された｡前の草案の46条との

相違は､主に3点が挙げられる86)｡ 1点目は､脱退の通知先の変更と脱退手続の強化であ

る｡ト59条2項は､｢脱退を決定する構成国は意図 を欧州理事会に通知する｡欧州理事会は

その意図を審査する｡欧州理事会が定める指針に照らして､連合は当該国と交渉し､協定

を締結する･--｣と定めた｡2点目は､通知から脱退までの期間延長の可能性である｡Ⅰ-59

条3項は､｢本憲法は､脱退協定の発効日からあるいはそれがない場合は､欧州理事会は当

該構成国の合意によりこの期間の延長を決定 しない限り､2項に定める通知から2年後に

当該国に適用されなくなる｣と定めた｡3点目は､再加入についてである｡ト59条4項は

｢連合から脱退 した国家が再加入を求める場合は､その要請はト57条に定める手続に服す

る｣と定めた｡

この草案に幹事会により次のようなコメントが付された87)｡憲法は､任意の脱退規定を

含まなければならない｡多 くの者は､そのための特別の規定がない場合においても脱退で

84) CONV696/03,pp lO111

85) CONY724/03

86) Ibld,pp.133-134.

87) Ibld.,pp.134-135.
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きるとの見解を示すが､幹事会は脱退規定の挿入は状況を明確にし､脱退の取決めと将来

の関係の枠組を定めるEU と構成国間の協定を交渉および締結する手続の導入を認めるも

のであると考える｡さらに､そのための規定の存在は､EUを去ることが不可能な厳格な

組織であると議論 しがちな者に対する重要な政治的シグナルとなるとした｡また､脱退協

定については､多 くの者が脱退権が存在すると考えているので､脱退協定の締結を脱退の

条件 とすることはできないとした｡

(6) 欧州憲法条約 2004年10月29日

欧州諮問会議は2003年7月10日に最終的に任務を終えた｡議長は､欧州憲法を制定する

条約草案を欧州理事会の議長国イタリアに提出した88).その後､同意法条約草案を基礎に

政府間会議の交渉が開始された｡2003年10月には､欧州憲法条約草案の条文を明瞭にする

という趣旨での全体にわたる見直 しがなされた89)｡ しか し､2003年12月に開催 された欧州

理事会では合意には至 らなかった｡欧州理事会の議長国がアイルランドに交替 し､引 き続

き政府間会議の交渉がなされた｡2004年6月17､18日に開催 された欧州理事会において､

2004年5月 1日にEUに加盟 した10カ国も含め､欧州憲法条約の合意に至った｡最終的に､

2004年10月29日に欧州憲法条約に調印された｡

脱退条項は､同条約 I-60条に次のように定められた90).

｢1.いかなる構成国も自国の妥法上の要請に従い連合からの脱退を決定することができる｡

2.脱退を決定する構成国は､その意図を欧州理事会に通知する｡欧州理事会が定める指針に

照らして､連合は脱退の取決めを設定し､連合との将来の関係の枠組を考慮した協定を当該

国と交渉しかつ締結する｡同協定は､Ⅲ-325粂3項に従い交渉される｡協定は､欧州議会の

同意を得た後､理事会は特定多数決により締結する｡

3.憲法は､脱退協定の発効日またはそれがない場合には､欧州理事会が当該構成国との合意

により期限を延長することを全会一致で決定しない限り､2項に定める通知後2年後に当該

構成国に適用されなくなる｡

4.2項および3項の目的のために､脱退する構成国を代表している欧州理事会または理事会

の構成員は､それに関係する欧州理事会または理事会の議論に参加しない｡

88) 欧州藩法条約草案についての論文として､EEl中俊郎 ｢欧州藩法条約草案採択への道｣海外事情 Vo1

51Number10(2003年)2-13頁 ,庄司克宏 ｢欧州慈法条約草案の概要と評価｣同14-37頁 ;拙稿 ｢欧

州憲法条約草案におけるEU基本権薄幸｣同38-52頁 ,石村修 ｢EUr窓法]条約草案の誕生とその法

的性格｣専修法学論集89号 (2003年)1-30頁 ,拙稿 ｢欧州窓法条約草案における権限配分規定｣同

107-141頁等｡

89) 見直された結果の修正案は､CIG4/1/03REV1.6October2003,athttp.〝europa,eu.int/futurum/

index_enhtm.

90) CONV87/2/04.pp.6ト62.
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特定多数決は､投票に参加する構成国を代表する､理事会の構成員の少なくとも72%で､か

つ､同構成国の人口の少なくとも65%を含んでいるものと定められる｡

5.連合から脱退する国家が再加入を求める場合､その要請はⅠ-58条に定める手続に服さなけ

ればならないJi

2 欧州憲法条約における脱退条項の分析

(1) 脱退条項の意味するところ

Ⅰ-60条に脱退条項が上述 した形で欧州憲法条約に挿入された｡脱退条項は､脱退の手続

を定めている｡これによると､構成国は､連合と協定を締結しなければならない｡この協

定には､欧州議会の同意が必要とされる｡もっとも協定が締結されなかった場合でも脱退

通知から2年経てば､交渉期間が延長されない限り､憲法条約が適用されなくなり､自動

的に脱退となる｡よって､脱退条項は､EU法上合法的に構成国の合意を必要とせず､一方

的脱退を可能にするものである｡ただし､脱退 しようとする構成国は､ト60条に定める脱

退手続には服さなければならないため､一方的脱退ではなく､脱退手続を遵守した上での

任意の脱退がEU法上認められたと言う方が正確であろう｡幹事会は多 くの者が脱退権は

ウィーン条約法条約に依拠することで存在 し､単にそれを目に見える形にする必要があっ

たから､明示的に規定 したと述べている｡

BruhaとNowakはこのコメントに言及 し､そのような脱退の権利は認められていなかっ

たとし､それに批判を加えた91)｡Arnullは､脱退条項について､次のように述べた92)｡それ

は伝統の断絶 (break)を表 している.これまでそのような規定は条約に含まれていなかっ

た｡それは､構成国であることが任意であることと構成国が主権を維持 し続けていること

を強調 したものであると｡

Ⅲ.2.において学説を検討 した限り､一方的な脱退を不可能とする説は依然有力であり､

また､一方的な脱退を可能とする説についても､比較的通説的見解を提示すると考えられ

る複数のコメンタールにおいては､例外的な場合にのみ許容されており､必ずしも広 く脱

退権が認められていたとは考えられない｡よって､今回の脱退条項の挿入は､新たな脱退

の権利を創設 したものと言わざるを得ない｡もっとも､脱退条項は､EU内における政治

的､経済的および文化的な結びつきを考慮すると､Louisが言うように､理論的な可能性に

すぎなくかつ最終的な手段にとどまるだろうと考えられる93)0

91) Bruha/Nowak,stlpranote50,p8

92) Anull.A.,̀vrhedraftconstitution".FordhaJJthtt'lLJ..Vol.27(2004).p.517.

93) Louis,J.-V.‥,Leprojetdeconstitution".CDE,Trente-neuviとmeannde(2003),p.223.
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(2) 脱退条項の挿入をめぐる議論

脱退条項の挿入をめぐっては､学説上議論が分かれている｡Schwarzeは､任意の脱退権は､

特に内政の目的のための濫用される危険性をはらんでいると指摘 した94)｡また､脱退権の

適用が議論になるという状況があるとすれば､条約改正の際に構成国の意見が採用されな

い場合しか考えられないとした上で､欧州憲法条約草案は､憲法の創設の際も､条約の改正

の際もすべての構成国の合意を必要としているのだから､新たな一歩を進みたくない構成

国に自己主張のために明示的な脱退権を付与する必要性は存在しないとの見解を示した95)｡

BruhaとNowakは､現行では脱退権はEU法上認められておらず､脱退は違法であると

し､もし一方的な脱退がなされるとそれにより損害を被った個人が国家に対 し損害賠償を

請求することができるとし､他方､脱退がEU法上認められるともはや国家の脱退により

個人が開業の自由､労働者の移動の自由などEU法により与えられた権利がなくなり､不

利益を被ったとしても国家責任は生じないとした｡脱退規定は､欧州統合の不可逆性にも

反するものであると｡さらに､脱退権の規定は､初めて欧州統合を後退させる意味での多

段階化であり､これまでのより緊密な協力という柔軟な統合のモデルとは異なるとし､脱

退規定は間違った方向-の一歩であるとした%)｡

他方､Huberは､ ドイツの国家性および民主主義の保障から､最終手段として､脱退権

を維持しなければならないことが結果として導きだされるとした97)｡また､脱退権または

脱退の可能性は､国家連合と連邦国家を境界づける本質的な基準であるした｡さらに､脱

退権でもってのみ､国家は､国家の将来､国民､領域について､自ら最終的な責任をもっ

て決定することが確保されるとの見解を示した｡同時に､また､脱退条項が特定多数決の

多用のブレーキになると指摘 した98)0

Perniceは､別の理由から脱退条項を支持 した｡彼によると､脱退条項は､EUの構成国

であることは任意であるし､そうであるべきだということを確認する手段となるとし､任

意に加入した者は､再び任意に出て行 くことができるべきとの見解を示した99)0

さらに､Blumannも､別の観点から脱退条項を支持する100)｡脱退権は､EUにおける活

94) schwarze,I.‥,EinpragmatischerVerfassungsentwurf",E2IR,38.Jahrg (2003),p558.

95) Ibid,p.559.

96) Bruha/Nowak,slゆranote50,pp17-25

97) Huber,sZlPranote1,p591.

98) Ibld.,p.598.

99) pernice,I"DieneueVerfassungderEuropaischenUnion'',FCESpezial 1/03,p 19,athttp://

www.whi-berlinde/

100) Blumann,C,"QuelquesreflexionssurleprojetdeConstitutiondel'Unioneuropeenne",Imp.

Tome119(2003).p.1272.
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動していない足を処分する可能性を与えるものであると捉える｡Blumannは､脱退条項の

おかげで統合に懐疑的な構成国を厄介払いでき､また､共同体システムを損なう危険性の

あるオプト･アウトや多段階統合の重要性を減じる効果ももつとした0

Sch6nbergerは､経済的にも政治的にも結びついているEUからの脱退は､実際的には

困難であり､国家は加入のときに持っていたような自由を脱退のときにはもっていないと

述べた101)0

(3) 脱退条項の挿入の理由

Ⅱ.2.において上述したように学説上は必ず しも脱退の可能性を認めるものではなかっ

た｡なぜ､今回､脱退条項が欧州憲法条約に挿入されたのかについて考えたい｡それには

いくつかの理由が挙げられる｡第 1に､東欧拡大である｡2004年5月31日に東ヨーロッパ

諸国がEUに加盟し､加盟国数が15カ国から25カ国に増加した｡さらに､周辺国の加入が

予定されている｡今回の拡大は､これまでの拡大と異なり､旧共産主義圏諸国によるもの

であった｡それらの諸国においてはかつて旧ソ連により強制され､抑圧され､自由が制限

されていた｡冷戦が終わり､1990年から1996年にかけて､EC(EU)は東ヨーロッパ諸国と

ヨーロッパ協定という名前の連合協定を締結した｡東ヨーロッパ諸国が EUに求めたのは､

強制や抑圧とは逆のもの､自由であり､国家の平等､国家主権の尊重である｡Frielは､EU

が ｢典型的なゴキブリ (ほいほい)の家｣なのか否かという問題提起を行ったが102)､東

ヨーロッパ諸国がゴキブリの ｢家｣ではなく､加入も脱退も国家の自由意思に任される

EUの ｢家｣を望んでいたことと考えられる103)｡上に示 したように､脱退条項の削除を

望んだのは､ ドイツ､ルクセンブルク､オランダ､オース トリア､ポル トガルの政府代

表であり､東欧諸国の政府代表ではない｡Oppermannは､脱退条項は､脱退を促進する

ものではなく､EUに加盟しようとする国に加入への決定を容易にするものであるとし､

また､脱退条項の存在により､加盟を考慮する国にとって EUへの加入は ｢国際監獄

(V61kergefangnis)｣に入ることを意味しないということが明らかになるとした1(洪)｡

第2に､多段階統合の合法化の流れである｡マース トリヒト条約の際に､イギリスとデ

ンマークが経済通貨同盟からのオプト･アウトを認められた｡また､アムステルダム条約

においては､先行統合を認める ｢より緊密な協力制度｣が導入され､多段階統合がEU法上

可能になった｡また､欧州憲法条約において軍事面での多段階統合を可能にする ｢構造的

101) sch6nberger,C.‥,DieEuropaischeUnionalsBund",AbR,Bd.129(2004),p103.

102) Friel,SWJ)ranote65(FordJlaNl).p.590.

103) cfLouis,SUL)ranote93,p222

104) oppermann,T.‥,EineVerfassung氏lrdieEurop云ischeUnion".DT(Bl.,118.Jahrg(2003),p1242.
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協力 (stmcturedcooperation)｣が導入された｡より緊密な協力制度および構造的協力は､

先に統合を進めたい国あるいは先に統合を進める能力のある国にそれを可能にするもので

あるが､すべての構成国が同じ速度で統合を進めなくてもよいということをも意味する｡

すなわち､統合に参加する国の数 (量)ではなくて､統合の深さ (質)を重要視するもの

と言えるであろう｡また､より緊密な協力制度あるいは構造的協力を導入せざるを得ない

ということは裏を返せば､域内市場を完成させた現在､EUの今後の課題として挙げられ

るのは政治統合､欧州軍の設立､税の調和などであり､欧州統合がそこまで深化している

ことの証左でもある｡そのように進んだ欧州統合の段階においては､それ以上先に共に進

むことのできない構成国もでてきうるだろう｡その文脈において脱退という選択肢も生じ

うると考えられる｡

第3に､透明性の問題である｡欧州憲法条約起草に当たっては､透明性の確保が目標の

一つとされた105)0 ｢EU法の国内法に対する優位｣､｢黙示的条約締結権限｣｢EUの法人格｣､

ならびに ｢欧州基本権憲章｣などが欧州憲法条約において明示的に定められた｡これは､

市民に目に見える形で示すという､透明性の確保に寄与するものである｡たとえ脱退が

EU法上は認められないとしても､国際法上､特にウィーン条約法条約への依拠により認

められるとするのであれば､目に見える形にすることで透明性の確保につながると考えら

れる｡

第4に､第3とも関係するが､国民投票の問題が挙げられる｡脱退条項の挿入は､欧州

連合への加入あるいは欧州憲法条約の批准を帯踏する国家や市民に対し､脱退できるとい

うことをはっきりと示す目的があると考えられる1鵬)｡欧州憲法条約は､EU諸条約の批准

にこれまで国民投票を行ってこなかった国においても国民投票がなされることが予定され

ている｡欧州憲法条約の発効には東ヨーロッパ諸国や統合に懐疑的なイギリスも含め､す

べての構成国の批准を必要するため､脱退条項の挿入は､賛成票を集めるために望まれた

と考えられる｡

第5に脱退条項の受け止め方の変化である｡欧州統合の初期においては､まず安定性が

必要であった｡これまで脱退条項に ｢NO｣と言われたのは､欧州統合の後退 (Ruckschritt)

が恐れられていたからである｡現在望まれているのは､進歩 (Fortschritt)である｡脱退粂

105) ｢EUの将来に関するラーケン宣言｣(PresidencyConclusion,EuropeanCouncilMeetinginLaeken,

14and15December2001.SN300/1/01REV1.athttp.//ue.euint/ueDocs/cms_Data/docs/pressData/

en/ec/68827.pdf)において､① EUにおける権限のよりよい配分と明確化､⑦ 連合の法的文啓の単

純化､③ 連合における民主化､透明性の確保および効率化､④ 欧州市民のための磐法の4つが問題

として挙げられた｡

106) cfbuis.SNL)yanote93.p.222.

56 (588)



国際法外交雑誌 103巻 4号

項の受け入れは､欧州統合の発展とともに､義務を負うことのできない構成国がでてきう

る中で､脱退は統合の崩壊 (disintegration) を導 くのではなく､機能しやすくなることで

統合のさらなる深化を導きうるという考え方が生まれてきたからでもあろう｡

(4) 脱退条項の問題点

欧州憲法条約 Ⅰ-60条 1項は､｢いかなる構成国も自国の憲法上の要請に従い､欧州連合

からの脱退を決定することができる｣と定める｡脱退条項は､脱退する構成国が同国の憲

法上の要請に従って脱退を決定しうるとなっており､その中で構成国国民の意見が反映さ

れると考えられるが､あえて､問題を挙げるとすれば､欧州連合市民の観点から提示され

うる｡

Verhoevenは､EUにおける民主主義の必要性に関する論文を書いたが､その中で以下の

ように脱退に触れた107)｡EUは､｢新しい法秩序｣の中で､国家ではなく個人を統合してい

る｡構成員であることの終了は､脱退する構成国の国民から連合市民権を奪うことになる｡

それは､経済的権利および自由の損失のみならず､政治的権利､EU法の構成国の違反に

対する司法的保護を求める権利をも含んでいるとし､脱退の際における連合市民の被る不

利益を問題にした｡これが､書かれたのは､1998年であるが､欧州連合市民の問題は欧州

憲法条約においてさらに大きくなることが予想される｡

vanGend&Loos事件108)において欧州司法裁判所は個人をEC法の権利と義務の主体

としたが､その後EC法の発展によりますますそれが強化され､他方でEU条約およびその

後の改正により､欧州連合市民概念が確立さ隼てきた｡欧州憲法条約は､前文において

｢欧州の市民と国家に代わり､憲法草案を準備 した欧州諮問会議の構成員に感謝し｣と定

めている｡連合の設立を定める､同条約ト1粂1項において､｢共通の将来を構築するとい

う欧州の市民と国家の意思を反映して､本憲法は欧州連合を設立する--｣と定められた｡

また､EU基本権憲章も同条約Ⅱ部に定められた｡欧州憲法条約によって欧州連合市民が

国家並んで前面にでてきていると言えるであろう109)｡よって､連合からの脱退には､国家

が ｢条約の主人｣であるから国家の意思のみが要請されるのではなく､脱退する構成国の

国民のみならず､EUに残る構成国の国民も脱退により影響を受ける可能性が考慮されな

ければならないであろう｡

107) Am aryllisV,''HowDemocraticNeedEuropeanUnionMembersBe?".ELK,Vol.23(1998),p

223

108) Case26/62Judgmentof5FebruaIY1963【19631ECR.p1.

109) cfSchwarze,J.,"DerVerfassungsentwulイdesEul･OPaischenKonvents",inldenl(Hrsg),Der

VedasstntgseutwllゲdesE7JrOL)atsche71KoltuelttS(Nomos.2004),pp492-493
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Ⅳ 結 語

最後に脱退条項が欧州統合を後退させるものか否かについて私見を述べていきたい｡

マース トリヒト条約において､｢共同体既得事項 (アキ ･コミュノテール)｣という概念

が導入された｡この導入の理由は､マース トリヒト条約が既存の共同体の枠組に加えて､

政府間協力を基礎にした第二の柱 (共通外交および安全保障政策)ならびに第三の柱 (司

法内務協力)という､三つの柱からなるEUを設立するにあたって､いくつかの構成国が､

このEUの新たな枠組の導入により､これまで発展 してきた共同体の枠組が害されること

を恐れたためである110)｡当時､｢共同体既得事項の保護および発展｣をEU条約B条 1項

(硯EU条約2条 1項)に明示的に定めることで欧州統合の後退を妨げようとされた｡

かつてHeintzenは､共同体既得事項の保護および発展ならびに共同体のメカニズムと機

関の効果の確保はEU条約 N条2項 (修正されて､現 EU条約48条)に基づく条約改正の

際の実質的基準値 (Vorgabe)であり､この基準値と合致 しない条約改正は共同体法違反

であるとした111)0 2000年に書いた拙稿において､EU条約N条2項に従い､条約改正の際

に構成国政府が共同体既得事項の保護と発展の観点を考慮しなければならないことから､

条約改正によっても ｢共同体既得事項｣が共同体あるいは連合の発展を侵害する方向で変

更できないことを構成国が承認したことを意味し､ここに欧州統合における ｢後退禁止原

則｣すなわち統合過程の不可逆性が確立したと述べた112)0

それゆえ､最初の欧州憲法条約草案に脱退条項が挿入されたのを知 り､もっとも気に

なったのは､同項の挿入が ｢共同体既得事項の保護と発展｣という後退禁止原則と合致す

るのか否かであった｡

しかし､上述した公開されている欧州諮問会議資料の中では､脱退条項と共同体既得事

項との関係を議論するものは見当たらない｡欧州諮問会議においては､共同体既得事項自

体､あまり議論の対象とならず､欧州諮問会議が提出した欧州憲法条約草案の中には､｢共

110) 拙稿 ｢r共同体既得事項j概念とその様能｣一橋論叢 124巻 1号 (2(X氾年)59-62頁｡

111) Heintzen,M.."HierachisierungsprozesseinnerhalbdesPrimarrechtsderEuropaischenGemeinschaft".

E7IR,29.Jahrg.(1994),p47;凄法改正の限界について言及するものとして､Petit,Y.,articleN,

paras.21-23,inConstantinesco,V./Kovar,R/Simon,D.,Tra7t占sLlrL'Umo71E7lrOPe'eJtlte(Economica,

1995);逆に変更できない共同体既得事項は存在 しないという説もある｡たとえば､Hillgmbel･,C.,

"Das Verhaltnis der Europ畠ischen Gemeinschaften und del~Eul~Opaischen Union zu ihren

Mitgliedstaaten",AVR,Band34(1996),p.365

112) 拙稿 ｢前掲論文｣(注110)62頁｡
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同体既得事項の保護と発展｣に関する文言さえ定められていなかった｡その後､政府間会

議法律専門家の作業グループによりだされた ｢欧州憲法条約草案に関する編集および法的

コメント｣と遺される文書において､｢r共同体既得事項Jとして知られるものが何なのか

について言及がない｡新 しいEUが現在のEUとECの法的継承者であることを最初に明ら

かにすることが有用である｣と､欧州憲法条約の前文にコメントがつけられた113)｡そこで

ようやく､欧州憲法条約前文において､｢欧州諸共同体を設立する条約および欧州連合に

関する条約の枠組の中で達成された業績を共同体既得事項の継続を確保することによって､

継承 していくことを決意し｣という文が挿入されたにとどまる｡

しかし､学説においては､脱退条項と共同体既得事項の問題が全 く扱われていないわけ

ではない｡Waltematheは､EU条約2条 1項に定められた ｢共同体既得事項の保護と発展｣

が条約改正の際に問題となりうるということを指摘 しつつも､同条は法の質を問題として

いるのであって､構成国の数を問題としているのではないとした114)｡

これまで上述してきた､脱退が共同体側に理由がある場合認められるとするMeier､脱

退条項が存在すべきというWeiler､脱退条項をめぐる議論の中で､脱退条項を支持 した

Blumanの意見ならびに脱退条項挿入の理由を検討 した結果､脱退条項は統合を進ませる

働きももっており､脱退は必ずしも欧州統合にとって後退を意味しないと考える｡

そこで､生じうる危倶に対 しても回答しておかなければならない｡脱退権が明示的に規

定されると､EUは単なる国際組織になり､連邦になる可能性はなくなるのか｡脱退条項

の存在は､その組織の法的性質を決定するものではない｡連邦国家になると脱退は不可能

になると主張される場合があるが115)､連邦国家においても脱退は可能である｡カナダは､

連邦国家であるが､カナダ最高裁判所は､カナダ憲法が州の脱退に関する規定をおいてい

ないものの､ケベックの市民の過半数が脱退を求め､かつ､他の州の権利を尊重する限り､

ケベック政府の脱退権を否定することはできないと判示した116)0 EUが連邦的要素を基礎

に構成されていることは事実であり､さらに､欧州憲法条約により､EU法の国内法に対

113) CIG4/1/03REV1,sltL)ranote89,p.29.

114) Waltemathe,stlpranote6,pp39-40

115) Exlbzd.,p.203;ドイツ連邦 (1815-1848年)では､脱退は法的に許されなかったO ドイツ連邦

議定沓 1条は､不変の連邦 (bestandigerBund)であることを定めていた｡Huber,ER.,DelttSChe

VedasslI17gSgeSCllicJlteSeZl1879.BandI,2.Aun (Kohlhammer.1957),p･588;zde"I (Hrsg).

Dok2lllteltteZZlrDelltSC/leJtVedasslntgSgeSCJttchle,BandI,3.Aufl (Kohlhammer.1978),p.85;cf

Zuleeg.M ‥,VertragskonkurrenzimV61kerrecht:TeilI",GYILVol.20(1977).p.254.

116) 【1998】2S.C.R.217,August20,1998,para.92;石川一雄 ｢パワー ･シェアリング型ガバナンスと民

主主義の赤字｣専修大学法学研究所所報 No.29(2CKH年)21-22頁 ,Friel,S7IPranote65(ICLQ),pp
418-419.
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する優位の明示化､構成国とEU間の権限配分規定の体系化などにより､連邦的要素が強

化された｡すなわち､EUの中に入れば､連邦的な要素が適用される｡入るか出るかについ

ては､連邦とは直接には関係 しないと言えるであろう｡

欧州憲法条約Ⅳ-446条は､EU条約51条およびEC条約312条と同じく条約が無期限に有

効であることを定めた｡Oppermannは､無期限条項に言及した上で､EUは､脱退条項が

挿入された後も単なる国際組織に戻るのではなく､より国家に類似 した､より強化された

国家結合にとどまるとした117)0

たとえ構成国が脱退したとしても､EUが解消されるわけではない｡EU自体の永続性と

構成国の脱退は区別されなければならないと考える｡

117) oppermann,sILi'ranote104,p.1242.

60 (592)


	01
	02
	03
	04
	05
	06
	07
	08
	09
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28

